
目黒区建築物の解体工事等による紛争予防及び周辺の環境の保全に関する要綱 

平成１７年１０月３１日付け目環環第４０５号決定 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築物解体工事等における標識の設置、近隣説明の実施及び公害防

止上の責務について定めることにより、工事に関する近隣との紛争を未然に防止し、周

辺の生活環境の保全を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）解体工事等 

次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 建築物等の解体・改修工事で、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第

１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分の全部又は一部を取り壊すもののうち、

取り壊し部分の床面積が８０㎡以上のもの

イ 騒音規制法（昭和４３年法律第９８号）第２条第３項に規定する特定建設作業及び

振動規制法（昭和５１年法律第６４号）第２条第３項に規定する特定建設作業並び

に都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５

号）第１２５条に規定する指定建設作業の実施（道路の工事及び給排水管の更生工

事を除く。）

ウ 大気汚染防止法（昭和４３年法律９７号）第２条第１２項に規定する特定工事

（２）特定解体工事等 

前号で規定する解体工事等のうち次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 前号アに規定する解体・改修工事

イ 騒音規制法第２条第３項に規定する特定建設作業及び振動規制法第２条第３項に規

定する特定建設作業の実施

ウ 大気汚染防止法第１８条の１７に規定する届出対象特定工事

（３）工事業者等 

次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 発注者

解体工事等を発注する者をいう。

イ 工事業者

解体工事等に関する請負契約の受注者をいう。請負業者によらないで自らその工事

を行う場合は、自ら工事を行う者をいう。

（４）近隣関係住民 

解体工事等を行う建築物の敷地境界線から、当該建築物の高さ又は１０メートルのうち

どちらか大きな値と同じ水平距離の範囲の中にある敷地に存する建築物の居住者（建築



物を賃借し事業等を行う者を含む。）をいう。        

 

（区長の責務） 

第３条 区長は、解体工事等による工事業者等と近隣関係住民との紛争を未然に防止する

よう努めるものとする。また、解体工事等が適正に行われるようにするため、工事業者

等に対して標識設置等の責務及び公害防止上必要な措置の実施について周知するものと

する。 

２ 区長は、解体工事等による紛争に関して申し出があった場合は、速やかに状況を調査

し、周辺の生活環境が著しく損なわれる恐れがあると認める場合には、工事業者等に対

し、公害防止上必要な措置を講ずるよう適切な指導を行うものとする。 

 

（工事業者等の責務） 

第４条 発注者は、解体工事等に当たり、法令に定める事項のほか、次に掲げる事項を遵

守するものとする。 

（１）発注者は、近隣関係住民との紛争を未然に防止するため、関係法令等を遵守し、近

隣関係住民の生活環境に十分配慮すること。 

（２）発注者は、近隣関係住民との間で紛争が生じたときは、主体的に解決に努めるとと

もに、工事業者に紛争の解決に努めるよう指示すること。 

２ 工事業者は、解体工事等に当たり、法令に定める事項のほか、次に掲げる事項を遵す 

るものとする。 

（１）工事業者は、近隣関係住民との紛争を未然に防止するため、関係法令等を遵守し、

近隣関係住民の生活環境に十分配慮すること。 

（２）工事業者は、近隣関係住民との間で紛争が生じたときは、近隣関係住民の立場を尊

重し、誠実に解決すること。 

（３）解体工事用の建設機械を使用する場合は、できる限り当該解体作業に適合した大き

さで、低騒音・低振動型のものを使用し、建設機械の整備不良により異常な騒音、

振動が発生しないよう点検・整備すること。 

（４）建設機械を稼働させるときは、慎重な作業を心がけ、過負荷運転等により異常な騒

音、振動を発生させないこと。 

（５）工事現場周辺への公衆災害防止及び公害防止を図るため、仮囲い、養生シートの設

置等必要な措置を講ずること。また、粉じん等を発生させないように、散水を十分

行う等適切な措置を講ずること。 

（６）近隣関係住民の生活を著しく阻害する騒音の発生が予測される場合は、防音シート

及び防音パネル等を事前に設置すること。 

（７）工事現場周辺への資材等の搬出入及び工事関係車両の作業音等については、近隣関

係住民に十分に配慮すること。 

（８）騒音、振動及び粉じん等の発生が著しいと予測される作業を行うときは、事前に、

月間工程表又は週間工程表を作成し、近隣関係住民に配布すること。 

（９）大気汚染防止法第２条第８項に規定する特定粉じん（以下、「特定粉じん」という。）



等の人体に有害とされる物質があるときは、周辺の生活環境を損なうことがないよ

う適切に処理すること。 

 

（標識の設置及び設置届の提出） 

第５条 工事業者は、解体工事等に着手する日の１０日前（床面積が５００㎡以上の建築

物にあっては、１５日前）までに、解体工事等を施工しようとする建築物の敷地内に、

道路（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条の道路をいう。この場合にお

いて、２以上の道路に接するときはそれぞれの道路をいう。）に沿って当該解体工事等を

近隣関係住民に周知する標識（別記第１号様式）を設置するものとする。ただし、第２

条第１号ウの特定工事のうち同条第２号ウの届出対象特定工事を除く特定工事を施工す

る場合は、この限りではない。 

２ 特定解体工事等を施工しようとする工事業者は、前項に規定する標識を設置後、工事

等に着手する日の５日前までに、解体工事等標識設置届（別記第２号様式）を区長に届

け出るものとする。 

 

（工事説明の実施） 

第６条 特定解体工事等を施工しようとする工事業者は、前条第１項の規定による標識を

設置した日以降、当該工事等の開始の日の７日前までに近隣関係住民に、次に掲げる事項

について説明を行い、その状況を前条第２項の解体工事等標識設置届により区長に報告す

るものとする。 

（１）工事等の種類、建築物の規模・構造、敷地内の建築物の位置及び隣接建築物との位

置関係の概要 

（２）工事の工程、解体等の方法、作業範囲及び時間 

（３）周辺への安全対策並びに騒音、振動及び粉じん等に対する公害防止対策 

（４）特定粉じん等の有害物質に対する調査結果及び処理対策 

（５）資材等の搬出入経路及び工事車両の通行経路 

２ 前項の場合において、工事計画等のうち工事等の種類に変更が生じ、又は工事の工程、

解体等の方法及び公害防止対策に著しい変更が生じたときは、変更内容を近隣関係住民

に説明し、説明した結果を速やかに区長に報告するものとする。 

３ 第１項の説明に際し、敷地が広くかつ工事が建築物の一部分である等、工事等の影響

が及ぶ範囲が近隣関係住民の一部のみに限定されると考えられる場合で、次の表の左欄

に掲げる場合は、第１項の規定にかかわらず、第５条第１項の標識の設置に加えて、当

該工事の内容、工程、公害防止方法等の詳細を表示した掲示を設置した上で、対象の住

民を同表の右欄に定める範囲内とすることができる。 

 

工 事 規 模 等 説 明 範 囲 

敷地面積が１０，０００平方メート

ル以上で、建築物の一部又は複数の

解体、改修工事、特定建設作業を行う建築

物から当該建築物の高さに１０メートル



建築物のうちの一部の建築物につい

て第２条第２号ア、イによる解体、

改修工事、特定建設作業を行う場合 

を加えた値又は３０メートルのうちどち

らか大きな値と同じ水平距離の範囲内 

敷地面積が５，０００平方メートル

以上で、建築物以外の部分で第２条

第２号イによる特定建設作業を行う

場合 

特定建設作業を行う工事箇所から３０メ

ートルの範囲内 

敷地面積が５，０００平方メートル

以上の建築物で、第２条第２号ウに

よる届出対象特定解体工事を行う場

合 

届出対象特定工事を行う建築物から３０

メートルの範囲内

（立ち入り調査及び報告徴収） 

第７条 区長は、第５条第２項及び第６条の規定による届出及び報告のほか、この要綱の

施行に必要な限度において、工事業者等から必要な事項の報告を求め、職員に解体工事

等の現場に立ち入り、公害防止対策等の実施状況等を調査させることができるものとす

る。 

（補則） 

第８条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

付 則 

この要綱は平成１８年２月１日から施行し、平成１８年２月１６日から開始する解体工

事等に適用する。 

  付 則（平成１８年９月２５日付け目環環第３４２号決定） 

この要綱は平成１８年１０月１日から施行し、平成１８年１０月１日から開始する解体

工事等に適用する。 

付 則（平成２８年４月２２日付け目環環第３０７号決定） 

この要綱は平成２８年６月１日から施行し、平成２８年６月１７日から開始する解体工

事等に適用する。 

  付 則（令和３年２月２８日付け目環環第２３７２号決定） 

１ この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

２ 改正前に使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす 

事とする。 

  付 則（令和４年７月１日付け目環環第７６５号決定） 

１ この要綱は、令和４年７月１日から施行し、令和４年１０月１日から開始する解体 

工事等に適用する。 

２ 改正前に使用されている書類は、この要綱による改正後の様式によるものとみなす 

事とする。 


